
病 院 事 業 会 計 予 算 書



- 1 - 

平成３１年度新城市病院事業会計予算 

 

（総則） 

第１条 平成３１年度新城市病院事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１）病 床 数                 １９９床 

（２）年 間 患 者 数 

入   院               ３８，４３０人 

外   来               ７１，５２０人 

（３）一日平均患者数 

入   院                  １０５人 

外   来                  ２９８人 

（４）主要な建設改良事業 

      工事請負費              ４５，１００千円 

      医療器械購入費            ６７，５００千円 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収          入 

第１款 病院事業収益          ３，７８３，６７３千円 

第１項 医業収益           ３，０６９，２４９千円 

第２項 医業外収益            ５６５，０５６千円 

第３項 特別利益             １４９，３６８千円 

支          出 

第１款 病院事業費用          ４，１９０，７１３千円 

第１項 医業費用           ４，０７９，２９６千円 

第２項 医業外費用            １１０，９１５千円 

第３項 特別損失                   ２千円 

第４項 予備費                  ５００千円 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的

支出額に対し不足する額１７４，７４３千円は過年度分損益勘定留保資金 

１７４，７４３千円で補てんするものとする。）。 

収         入 

第１款 資本的収入             ３３３，１９０千円 

 第１項 補助金                  １７５千円 

第２項 出資金               ９０，３９６千円 

第３項 負担金              ２４２，３６９千円 

第４項 その他収入                ２５０千円 
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           支         出 

第１款 資本的支出             ５０７，９３３千円 

第１項 建設改良費            １２９，６４０千円 

第２項 投資                １１，８８０千円 

第３項 企業債償還金           ３６６，４１３千円 

（一時借入金） 

第５条 一時借入金の限度額は、５００，０００千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第６条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定

める。 

（１）第７条に定める経費を除き予定支出の各項の経費 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第７条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用

し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なけれ

ばならない。 

（１）職員給与費             ２，４２９，７７５千円 

（２）交際費                   １，０００千円 

（他会計からの補助金） 

第８条 病院事業の健全な財政運営に資するため一般会計からこの会計へ補助金を受

ける金額は、２３７，７１５千円である。 

（たな卸資産購入限度額） 

第９条 たな卸資産の購入限度額は、５６４，５２０千円と定める。 

（重要な資産の取得） 

第１０条 重要な資産の取得は、次のとおりとする。 

種   類 名   称 数  量 

建物付属設備 昇 降 機 一  式 

 

 

平成３１年２月２６日 提出 

新城市長  穂 積 亮 次    
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款 予定額 備考

千円

１　病院事業収益 3,783,673

１ 医業収益 3,069,249

１ 入院収益 1,462,902

２ 外来収益 1,144,320

３ その他医業収益 462,027

２ 医業外収益 565,056

１ 受取利息配当金 1,740

２ 他会計負担金 97,255

３ 他会計補助金 237,715

４ 補助金 36,520

５ 患者外給食収益 2,447

６ 長期前受金戻入 163,322

７ その他医業外収益 26,057

３ 特別利益 149,368

１ 固定資産売却益 1

２ その他特別利益 149,367

平成３１年度新城市病院事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収　　　入

項 目
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款 目 予定額 備考

千円

１　病院事業費用 4,190,713

１ 医業費用 4,079,296

１ 給与費 2,429,775

２ 材料費 599,700

３ 経費 719,130

４ 減価償却費 298,791

５ 資産減耗費 12,282

６ 研究研修費 19,618

２ 医業外費用 110,915

１ 支払利息及び 52,151

企業債取扱諸費

２ 患者外給食材料費 1,944

３ 院内保育所 23,000

施設運営費

４ 交付金 600

５ 貸倒引当金繰入額 5,400

６ 雑損失 12,820

７ 消費税 15,000

３ 特別損失 2

１ 固定資産売却損 1

２ 過年度損益修正損 1

４ 予備費 500

１ 予備費 500

項

支　　　出
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款 予定額 備考

千円

１　資本的収入 333,190

１ 補助金 175

１ 国県補助金 175

２ 出資金 90,396

１ 他会計出資金 90,396

３ 負担金 242,369

１ 他会計負担金 242,369

４ その他収入 250

１ その他収入 250

款 予定額 備考

千円

１　資本的支出 507,933

１ 建設改良費 129,640

１ 病院改築事業費 45,100

２ 資産購入費 71,872

３ リース債務支払額 12,668

２ 投資 11,880

１ 長期貸付金 11,400

２ その他投資 480

３ 企業債償還金 366,413

１ 企業債償還金 366,413

項 目

資本的収入及び支出

収　　　入

支　　　出

項 目
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（単位：千円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は損失） △ 453,651

減価償却費 298,791

長期前払消費税償却 12,819

貸倒引当金の増減額（△は減少） 3,747

賞与引当金の増減額（△は減少） 3,521

法定福利費引当金の増減額（△は減少） 918

退職給付引当金の増減額（△は減少） 7,485

長期前受金戻入額 △ 311,630

受取利息及び受取配当金 △ 1,740

支払利息 52,151

固定資産除却費 5,602

有形固定資産売却損 1

有形固定資産売却益 △ 1

未収金の増減額（△は増加） 6,334

未払金の増減額（△は減少） △ 119,716

たな卸資産の増減額（△は増加） △ 160

その他 △ 11,885

小計 △ 507,414

利息及び配当金の受取額 1,740

利息の支払額 △ 52,151

業務活動によるキャッシュ・フロー △ 557,825

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の売却による収入 1

有形固定資産の取得による支出 △ 108,302

長期貸付金の貸付による支出 △ 11,400

国県補助金等による収入 175

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 242,369

その他投資の取得による支出 △ 480

その他投資の回収による収入 250

投資活動によるキャッシュ・フロー 122,613

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 366,413

リース債務の支払による支出 △ 12,668

他会計からの出資による収入 90,396

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 288,685

   　資金増加額(又は減少額） △ 723,897

   　資金期首残高 2,012,392

   　資金期末残高 1,288,495

(平成31年4月1日から平成32年3月31日まで)

平成31年度新城市病院事業

予定キャッシュ・フロー計算書（当年度分）
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特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

( 10 )

223
(　 )

( 10 )

223
( 8 )

222
(   )

( 8 )

222
( 2 )

1
(   )

( 2 )

1

本年度

前年度

比　較

本年度

前年度

比　較

本年度

前年度

比　較

(注)

210,477

212,297

△ 1,820

△ 8,841

△ 8,841 16,010 25,091

16,010

31,614

31,780

△ 166

期末手当

扶養手当

（千円）

19,080

19,680

△ 600

勤勉手当

146,778

6,468

6,654

△ 186

地域手当

　期末勤勉手当には、翌年度6月期末勤勉手当のうち本年度発生額である賞与引当金繰入額
119,986千円が含まれる。また、本年度において期末勤勉手当として356,480千円を支給するため
賞与引当金116,465千円を使用する。法定福利費には、翌年度6月期末勤勉手当に係る法定福利費
のうち本年度発生額である法定福利費引当金繰入額22,135千円が含まれる。また、本年度におい
て期末勤勉手当に係る法定福利費66,404千円を支出するため、法定福利費引当金21,217千円を使
用する。退職給付費には、本年度期末退職給付引当金要引当額のうち本年度発生額である退職給
付費134,631千円を計上している。また、本年度において退職手当として127,146千円を支給する
ため、退職給付引当金127,146千円を使用する。

区　分

25,091 447 25,538

＊（　）は、短時間勤務職員の数を外書きしたもの。

19,601

管理職手当

（千円）

特殊勤務手当 時間外勤務手当

（千円） （千円）（千円）

住居手当 通勤手当

（千円）

44719,601 △ 1,679

2,102,742 327,033

143,636 900,258 119,475 914,282 2,077,651

2,429,775

119,475 914,282 2,077,651 326,586 2,404,237143,636 900,258

163,237 898,579 110,634

326,586

25,538

930,292

2,404,237

327,033 2,429,775163,237 898,579 110,634 930,292

比
 
較

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　　計 △ 1,679

合　計法定福利費

本
年
度

前
年
度

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　　計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　　計

区　　　分 賃　金

（千円） （千円）

職　員　数 給　　　　　　　与　　　　　　　費

2,102,742

児童手当

（千円）

13,965

2,746

635 17,818

13,330

退職給付費

（千円）

116,813

25,047

（千円）

149,524

（千円）

930,292

管理職員特別勤務手当

（千円）

夜間勤務手当

初任給調整手当

（千円）

25,036 23,303 10,980

△ 146

50470,997

755

（千円） （千円）

△ 137 △ 166

1,911

（千円）

2,726

207

宿日直手当

△ 815

23,096

給  　与　  費　  明　  細　  書

１　総　　括

区　分

区　分

手
　
当
　
の
　
内
　
訳

134,631

11,126

0△ 2,104 16,010

△ 11

914,282

計

（千円） （千円）

73,101 504

休日勤務手当

175,335 40,153

15,559 175,472 40,319

16,314
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区分

給料

・給料の改定率　0.20％

千円

千円

手当

千円

千円

千円

千円

千円

31年
1月1日

現在
30年
1月1日

現在
＊短時間勤務職員を除く。

区 分 医 師 職
(円) 術職　(円)

高校卒
短大卒
大学卒 333,100

(円) 医師職(円) 医療技術職(円) 看護職(円) 事務・技術職(円)

（２）　初任給

医療技術職 看 護 職 事務・技  一　般　会　計　の　制　度

52.80

(円)

287,800
平均給与月額(円) 1,374,928 351,857 383,412 411,428

183,200 219,000 161,300 183,200 219,000 161,300
161,300 180,900 148,600 161,300 180,900 148,600

180,700195,000 231,100 180,700 333,100 195,000 231,100

平均年齢(歳) 47.21 39.43 44.15 57.13 40.40
349,156 292,000

平均給料月額(円) 499,323 290,515 320,707 357,325 293,028

平均給料月額(円) 480,392 298,701 319,077 352,967 295,005 289,900
294,100

平均年齢(歳) 45.08 41.20 43.75 56.93 40.87 53.80
平均給与月額(円) 426,940 358,754

（１）　職員１人当たり給与

区         分 医    師 医療技術職員 看 護 師 准看護師 事務・技術

３　給料及び手当の状況

18,548

△ 6,974

その他の増
減分

職員の異動等に伴
う増減分

11,574

1,368,615 367,083 397,881

職員の退職、採用
に伴う増減分

4,089

そ の 他

16,010 4,436 宿日直手当見直し
に伴う増減

給与改定に
伴う増減分

初任給調整手当改
正に伴う増減分

初任給調整手当：最高支給限度額を
400円引上げ

233

114

勤勉手当支給率改
定に伴う増減分

勤勉手当：6月期　　　12月期
 改定前　 0.900月　　0.900月
 改定後　 0.925月　　0.925月

勤務の種類ごとの支給単価をそれぞ
れ200円引き上げ

△ 13,478

1,780
・給料改定実施時期：平成30年4月

給与改定に
伴う増減分

その他の増
減分

職員の退職、採用
に伴う増減分

職員の異動等に伴
う増減分

2,091

△ 15,569

平均昇給率　1.11％

２　給料及び手当の増減額の明細

増減額(千円) 増減事由別内訳(千円) 説　明 備　　       　考

△ 1,679 10,019昇給に伴う
増加分
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職員数(人) 構成比(％) 職員数(人) 構成比(％) 職員数(人) 構成比(％) 職員数(人) 構成比(％) 職員数(人) 構成比(％)

(    ) (    )

1 5.3 

(    ) (    ) (    ) (    ) (    ) (    )

1 1.9 2 1.7 3 15.8 

(    ) (    ) (    ) (    ) (    ) (    )

13 24.5 9 7.8 1 5.3 

(    ) (    ) (    ) (    ) (    ) (    ) (    ) (    )

1 4.3 16 30.2 54 47.0 2 10.5 

(    ) (    ) (    ) (    ) (    ) (    ) (    ) (    ) (    ) (    )

1 4.3 10 18.9 34 29.6 4 21.1 1 100.0 

(    ) (    ) (  3 ) (100.0) (  3 ) (60.0) (    ) (    ) (    ) (    )

17 73.9 10 18.9 16 13.9 5 26.3 

(    ) (    ) (    ) (    ) (  2 ) (40.0) (    ) (    ) (    ) (    )

4 17.4 3 5.7 3 15.8 

(    ) (    ) (  3 ) (100.0) (  5 ) (100.0) (    ) (    ) (    ) (    )

23 100.0 53 100.0 115 100.0 19 100.0 1 100.0 

(    ) (    )

1 5.0 

(    ) (    ) (    ) (    ) (    ) (    )

1 1.9 2 1.7 3 15.0 

(    ) (    ) (    ) (    ) (    ) (    )

13 24.5 9 7.6 1 5.0 

(    ) (    ) (    ) (    ) (    ) (    ) (    ) (    )

1 4.3 18 34.0 55 46.2 1 5.0 

(    ) (    ) (    ) (    ) (    ) (    ) (    ) (    ) (    ) (    )

1 4.3 8 15.1 36 30.3 4 20.0 1 100.0 

(    ) (    ) (  3 ) (100.0) (  2 ) (66.7) (    ) (    ) (    ) (    )

19 82.6 10 18.9 17 14.3 8 40.0 

(    ) (    ) (    ) (    ) (  1 ) (33.3) (    ) (    ) (    ) (    )

2 8.7 3 5.7 2 10.0 

(    ) (    ) (  3 ) (100.0) (  3 ) (100.0) (    ) (    ) (    ) (    )

23 100.0 53 100.0 119 100.0 20 100.0 1 100.0 

3 級

2 級

1 級

計

＊構成比は小数点以下第２位を四捨五入してあるので、その合計が100％にならない場合がある。

行政職給料表(一) 行政職給料表(二)医療職給料表(一) 医療職給料表(二) 医療職給料表(三)

平
成
30
年
1
月
1
日

現
在

7 級

6 級

5 級

＊(　)は、短時間勤務職員の数及び構成比を外書きしたもの。

4 級

3 級

2 級

1 級

計

（３）　級別職員数

区  分

平
成
31
年
1
月
1
日

現
在

7 級

6 級

5 級

4 級
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   （級別の標準的な職務内容）

１　級 ２　級 ３　級 ４　級 ５　級 ６　級 ７　級

医師、歯科医師
の職務

医療部長、診療
部長、医局長、
部長医師、医長
の職務

副院長の職務 院長の職務 － － －

医療技師、栄養
士の職務

薬剤師、高度の
知識又は経験を
必要とする医療
技師、栄養士の
職務

高度の知識又は
経験を必要とす
る薬剤師、特に
高度の知識又は
経験を必要とす
る医療技師、栄
養士の職務

運営副課長、副
室長、主任薬剤
師、主任技師、
主任栄養士、特
に高度の知識又
は経験を必要と
する薬剤師、困
難な業務を行う
医療技師、栄養
士の職務

運営副部長、運
営課長、運営参
事、室長、参
事、困難な業務
を行う運営副課
長、副室長の職
務

運営部長の職務 －

准看護師の職務

看護師、高度の
知識又は経験を
必要とする准看
護師の職務

高度の知識又は
経験を必要とす
る看護師、特に
高度の知識又は
経験を必要とす
る准看護師の職
務

運営副課長、主
任看護師、特に
高度の知識又は
経験を必要とす
る看護師の職務

運営副部長、運
営課長、運営参
事、困難な業務
を行う運営副課
長の職務

運営部長の職務 －

定型的な業務を
行う職務

特に高度の知識
又は経験を必要
とする業務を行
う職務

主任の職務
係長、主査の職
務

副課長、副室
長、副参事の職
務

副部長、課長、
室長、参事の職
務

部長、理事の職
務

看護助手の職務

相当の技能又は
経験を必要とす
る看護助手の職
務

主任看護助手、
高度の技能又は
経験を必要とす
る看護助手の職
務

－ － － －

（４）　昇給

合　　計 医師職 医療技術職 看護職 一般行政職 技能労務職

233 23 59 126 21 4

180 20 50 93 16 1

１号給（人） － － － － － －

２号給（人） 5 5 － － － －

３号給（人） 1 － 1 － － －

４号給（人） 174 15 49 93 16 1

６号給（人） － － － － － －

８号給（人） － － － － － －

77.3 87.0 84.7 73.8 76.2 25.0

230 23 58 125 20 4

188 21 50 99 17 1

１号給（人） － － － － － －

２号給（人） 5 5 － － － －

３号給（人） 1 － 1 － － －

４号給（人） 182 16 49 99 17 1

６号給（人） － － － － － －

８号給（人） － － － － － －

81.7 91.3 86.2 79.2 85.0 25.0比　率　(B)/(A)（％）

本

年

度

区　　分

号給数別内訳

号給数別内訳

前

年

度

職　　員　　数　(A)（人）

昇給に係る職員数(B)（人）

職　　員　　数　(A)（人）

昇給に係る職員数(B)（人）

比　率　(B)/(A)（％）

区 分

医 師 職

医 療 技 術 職

看 護 職

一 般 行 政 職

技 能 労 務 職
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（５）　特殊勤務手当

医　　療 

技術職員

一 般 会 計

の 制 度

（支給率等）

区　  分

扶養手当

地域手当

住居手当

通勤手当

（６）　期末手当・勤勉手当

0.0100.0

0

区　　分

支給期別支給率

22,049

職務の級等に

診療手当、夜間看護等手当、病理検査手当、放射線取扱手当

23,510 0

46.0 0.0

412,071

6 月 12 月

94.7
（31年1月1日現在）  （％）

支給対象職員１人当たりの

平均支給月額 　　 　（円）
80,899

74.3

代表的な特殊勤務手当の名称

支給対象職員の比率

区　　　　　　分 医　師

3.6
給料総額に対する比率

（％）  

その他全職種

18.2

事　務　・

技　術   

0.085.8

看護師　・

准看護師

6.5 0.0

区　分
20年勤続の 25年勤続の

者　（月分）

一般会計の制度

( 1.175) ( 1.175)

（月分） （月分）

前 年 度
2.125 2.275

本 年 度
2.225 2.225

( 1.175)

＊（　　）は、短時間勤務職員の支給率。

（７）　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

( 1.175)

2.225 2.225 4.450

( 1.075) ( 1.225)

34.5825

・定年前早期

  退職特例措

  置49.590049.5900

49.5900

  退職特例措

  置

・調整額

( 2.350)

4.450

職制上の段階

備 　考

同　　　　　　　　　じ

同　　　　　　　　　じ

同　　　　　　　　　じ

（８）　その他の手当

一般会計の制度との異同 差　異　の　内　容

・調整額

支給率等 25.55625 34.5825

・定年前早期

49.5900

同　　　　　　　　　じ

25.55625

者　（月分）

最高限度

（月分）

35年勤続の

者　（月分）

その他の 　

加算措置等

よる加算措置

有

( 2.350)

備考

有

有

支給率計

( 2.300)

（月分）

4.400
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(1)

(2)
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(4)

平成３１年度新城市病院事業予定貸借対照表（当年度分）

（平成３２年３月３１日）

（単位：千円）

資　　産　　の　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地 65,676

建 物 5,811,177

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,625,050 2,186,127

貸 倒 引 当 金 △ 18,000 30,900

減 価 償 却 累 計 額 △ 177,650 39,806

器 械 備 品 2,631,946

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,952,680 679,266

建 物 附 属 設 備 4,794,676

減 価 償 却 累 計 額 △ 4,423,355 371,321

構 築 物 217,456

減 価 償 却 累 計 額 △ 58,717 10,609

有 形 固 定 資 産 合 計 3,355,997

無 形 固 定 資 産

車 両 19,333

減 価 償 却 累 計 額 △ 16,141 3,192

リ ー ス 資 産 69,326

長 期 貸 付 金 48,900

1,617ソ フ ト ウ エ ア

無 形 固 定 資 産 合 計 1,617

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券 99,905

そ の 他 投 資
そ の 他 の 資 産 1,860

投資その他の資産合計 387,388

固 定 資 産 合 計 3,745,002

長 期 前 払 消 費 税 254,723

破 産 更 生 債 権 等 4,072

貸 倒 引 当 金 △ 4,072 0

貸 倒 引 当 金 △ 4,393 605,404

貯 蔵 品 38,691

そ の 他 流 動 資 産 0

流 動 資 産

現 金 預 金 1,288,495

未 収 金 609,797

流 動 資 産 合 計 1,932,590

資 産 合 計 5,677,592
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企 業 債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債 1,205,571

企 業 債 合 計 1,205,571

リ ー ス 債 務 6,945

負　　債　　の　　部

固 定 負 債

954,751

固 定 負 債 合 計 2,167,267

流 動 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債 393,277

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金 884,973

修 繕 引 当 金 69,778

引 当 金 合 計

引 当 金

賞 与 引 当 金 110,489

法定福利費引当金 20,326

引 当 金 合 計

企 業 債 合 計 393,277

リ ー ス 債 務 3,183

未 払 金 133,476

長 期 前 受 金 1,772,912

収 益 化 累 計 額 △ 1,622,236

繰 延 収 益 合 計 150,676

130,815

そ の 他 流 動 負 債 14,248

流 動 負 債 合 計 674,999

繰 延 収 益

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額 2,593

資 本 剰 余 金 合 計

負 債 合 計 2,992,942

資　　本　　の　　部

資 本 金 6,326,675

剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計 △ 3,644,618

剰 余 金 合 計 △ 3,642,025

資 本 合 計 2,684,650

2,593

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金 126,183

当年度未処理欠損金 3,770,801

負 債 資 本 合 計 5,677,592
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注記 

 

Ⅰ．重要な会計方針 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

   ・満期保有目的債券 償却原価法(定額法) 

（２）たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 ・貯蔵品 

先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定） 

２ 固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

・減価償却の方法 

建物       定額法 

建物附属設備   定額法 

構築物      定額法 

器械備品     定額法 

車両       定額法 

・主な耐用年数 

建物       ７～３９年 

建物附属設備   ６～４０年 

構築物      ５～６０年 

器械備品     ２～２０年 

車両       ４～１０年 

（２）リース資産 

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。 

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法を採用している。 

３ 引当金の計上方法 

（１）退職給付引当金 

職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末における退職手当の要支給額

に相当する金額のうち、「職員の退職手当に係る取扱いに関する覚書」に基づき、一

般会計が負担する部分を除く額を計上している。 

（２）賞与引当金 

職員の期末手当・勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込

額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。 

（３）法定福利費引当金 

職員の期末手当・勤勉手当にかかる法定福利費の支払に備えるため、当事業年度

末における支払見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。 

（４）貸倒引当金 

債権の不納欠損等による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計

上している。 

 



 
- 15 - 

 

 

４ その他会計に関する書類の作成のための基本となる事項 

（１）消費税及び地方消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。なお、控除対象外消

費税等については、当事業年度の費用として処理している。ただし、固定資産に係

る控除対象外消費税等については、長期前払消費税勘定に計上し、２０年間で均等

償却を行なっている。 

Ⅱ．予定貸借対照表等に関する注記 

１ 企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（１年内に償還予定のものも含む）のうち、他会

計が負担すると見込まれる額は、９５０，４０３千円である。 

Ⅲ．セグメント情報に関する注記 

１ 報告セグメントの概要 

病院事業会計は、報告セグメントが１つのため、記載を省略している。 

Ⅳ．その他の注記 

１ 引当金の取り崩し 

（１）退職給付引当金の目的使用による取り崩しについて 

当事業年度において、退職手当として１２７，１４６千円を支給するため、退職

給付引当金１２７，１４６千円を使用する。 

（２）賞与引当金の目的使用による取り崩しについて 

当事業年度において、期末勤勉手当として３５６，４８０千円を支給するため、

賞与引当金１１６，４６５千円を使用する。 

（３）法定福利費引当金の目的使用による取り崩しについて 

当事業年度において、期末勤勉手当に係る法定福利費として６６，４０４千円を

支払うため、法定福利費引当金２１，２１７千円を使用する。 

（４）貸倒引当金の目的使用による取り崩しについて 

当事業年度において、破産更生債権等５９４千円を不納欠損とするため、貸倒引

当金５９４千円を使用する。 

２ 新会計基準移行に係る経過措置 

（１）修繕引当金に関する経過措置 

平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例

により取り崩すこととする。 
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(1)

(2)

(3)

2

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

3

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

(7)

4

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

5

(1)

(2)

6

(1)

(2)

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

医 業 損 失

研 究 研 修 費

受取利息配当金

（単位：千円）

平成３０年度新城市病院事業予定損益計算書（前年度分）

（平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで）

材 料 費

経 費

入 院 収 益 1,575,340

その他医業収益

医 業 収 益

外 来 収 益

3,484,778512,416

1,397,022

医 業 費 用

2,402,802給 与 費

企業債取扱諸費

他 会 計 補 助 金

医 業 外 費 用

国 庫 補 助 金

713,735

699,657

246,767

27,567

長期前受金戻入

支 払 利 息 及 び

5,794

医 業 外 収 益

その他医業外収益

他 会 計 負 担 金

患者外給食収益 2,608

患者外給食材料費

固定資産売却益

その他特別利益

院 内 保 育 所

施 設 運 営 費

雑 損 失

経 常 損 失

特 別 利 益

貸倒引当金繰入

交 付 金

601,195

1,900

17,218

114,952

301,819

4,085,973

337,109

264,086

1

22,345

20,469

122,253

549,582

212,473

1,978

61,817

5,400

556

1 2

124,323124,322

78,391

特 別 損 失

固定資産売却損 1

過年度損益修正損 124,321
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7

(1)

3,317,150

140,265

当年度未処理欠損金

500 500

当 年 度 純 損 失

予 備 費

予 備 費

前年度繰越欠損金 3,176,885

△ 500
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流 動 資 産 合 計 2,662,387

資 産 合 計 6,601,399

貸 倒 引 当 金 △ 4,667 611,464

貯 蔵 品 38,531

そ の 他 流 動 資 産 0

流 動 資 産

現 金 預 金 2,012,392

未 収 金 616,131

そ の 他 投 資
そ の 他 の 資 産 1,630

投資その他の資産合計 385,307

固 定 資 産 合 計 3,939,012

長 期 前 払 消 費 税 258,872

破 産 更 生 債 権 等 5,451

貸 倒 引 当 金 △ 5,451 0

長 期 貸 付 金 37,500

2,858ソ フ ト ウ エ ア

無 形 固 定 資 産 合 計 2,858

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券 99,905

有 形 固 定 資 産 合 計 3,550,847

無 形 固 定 資 産

車 両 19,333

減 価 償 却 累 計 額 △ 15,374 3,959

リ ー ス 資 産 69,326

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,492,289 2,318,888

貸 倒 引 当 金 △ 12,600 24,900

減 価 償 却 累 計 額 △ 175,074 42,382

器 械 備 品 2,677,580

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,925,391 752,189

建 物 附 属 設 備 4,752,916

減 価 償 却 累 計 額 △ 4,407,755 345,161

構 築 物 217,456

減 価 償 却 累 計 額 △ 46,734 22,592

平成３０年度新城市病院事業予定貸借対照表（前年度分）

（平成３１年３月３１日）

（単位：千円）

資　　産　　の　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地 65,676

建 物 5,811,177
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負 債 資 本 合 計 6,601,399

利 益 剰 余 金 合 計 △ 3,190,967

剰 余 金 合 計 △ 3,188,374

資 本 合 計 3,047,905

2,593

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金 126,183

当年度未処理欠損金 3,317,150

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額 2,593

資 本 剰 余 金 合 計

負 債 合 計 3,553,494

資　　本　　の　　部

資 本 金 6,236,279

剰 余 金

長 期 前 受 金 1,530,368

収 益 化 累 計 額 △ 1,310,606

繰 延 収 益 合 計 219,762

126,376

そ の 他 流 動 負 債 18,841

流 動 負 債 合 計 792,302

繰 延 収 益

引 当 金

賞 与 引 当 金 106,968

法定福利費引当金 19,408

引 当 金 合 計

企 業 債 合 計 382,960

リ ー ス 債 務 10,933

未 払 金 253,192

947,266

固 定 負 債 合 計 2,541,430

流 動 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債 382,960

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金 877,488

修 繕 引 当 金 69,778

引 当 金 合 計

企 業 債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債 1,582,301

企 業 債 合 計 1,582,301

リ ー ス 債 務 11,863

負　　債　　の　　部

固 定 負 債
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注記 

 

Ⅰ．重要な会計方針 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

   ・満期保有目的債券 償却原価法(定額法) 

（２）たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 ・貯蔵品 

先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定） 

２ 固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

・減価償却の方法 

建物       定額法 

建物附属設備   定額法 

構築物      定額法 

器械備品     定額法 

車両       定額法 

・主な耐用年数 

建物       ７～３９年 

建物附属設備   ６～４０年 

構築物      ５～６０年 

器械備品     ２～２０年 

車両       ４～１０年 

（２）リース資産 

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。 

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法を採用している。 

３ 引当金の計上方法 

（１）退職給付引当金 

職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末における退職手当の要支給額

に相当する金額のうち、「職員の退職手当に係る取扱いに関する覚書」に基づき、一

般会計が負担する部分を除く額を計上している。 

（２）賞与引当金 

職員の期末手当・勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込

額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。 

（３）法定福利費引当金 

職員の期末手当・勤勉手当にかかる法定福利費の支払に備えるため、当事業年度

末における支払見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。 

（４）貸倒引当金 

債権の不納欠損等による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計

上している。 
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４ その他会計に関する書類の作成のための基本となる事項 

（１）消費税及び地方消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。なお、控除対象外消

費税等については、当事業年度の費用として処理している。ただし、固定資産に係

る控除対象外消費税等については、長期前払消費税勘定に計上し、２０年間で均等

償却を行なっている。 

Ⅱ．予定貸借対照表等に関する注記 

１ 企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（１年内に償還予定のものも含む）のうち、他会

計が負担すると見込まれる額は、１，１７８，８０７千円である。 

Ⅲ．セグメント情報に関する注記 

１ 報告セグメントの概要 

病院事業会計は、報告セグメントが１つのため、記載を省略している。 

Ⅳ．その他の注記 

１ 引当金の取り崩し 

（１）退職給付引当金の目的使用による取り崩しについて 

当事業年度において、退職手当として１５１，３４９千円を支給するため、退職

給付引当金１５１，３４９円を使用する。 

（２）賞与引当金の目的使用による取り崩しについて 

当事業年度において、期末勤勉手当として３３２，８２６千円を支給するため、

賞与引当金１０５，００８千円を使用する。 

（３）法定福利費引当金の目的使用による取り崩しについて 

当事業年度において、期末勤勉手当に係る法定福利費として６０，９２２千円を

支払うため、法定福利費引当金１９，１４５千円を使用する。 

（４）貸倒引当金の目的使用による取り崩しについて 

当事業年度において、破産更生債権等１，０００千円を不納欠損とするため、貸

倒引当金１，０００千円を使用する。 

２ 新会計基準移行に係る経過措置 

（１）修繕引当金に関する経過措置 

平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例

により取り崩すこととする。 

 

 



千円 千円 千円

１ 入院収益 1,462,902 1,575,340 △ 112,438

２ 外来収益 1,144,320 1,397,022 △ 252,702

３ その他医業収益 462,027 530,057 △ 68,030

医　業　収　益　計 3,069,249 3,502,419 △ 433,170

１ 受取利息配当金 1,740 1,900 △ 160

２ 他会計負担金 97,255 114,952 △ 17,697

３ 他会計補助金 237,715 301,819 △ 64,104

４ 補助金 36,520 27,567 8,953

５ 患者外給食収益 2,447 2,815 △ 368

６ 長期前受金戻入 163,322 78,391 84,931

７ その他医業外収益 26,057 23,854 2,203

565,056 551,298 13,758

１ 固定資産売却益 1 1 0

２ その他特別利益 149,367 124,322 25,045

特　別　利　益　計　 149,368 124,323 25,045

収益的収入合計 3,783,673 4,178,040 △ 394,367

平成３１年度新城市病院事業会計予算事項別明細書

収益的収入及び支出

収　　　　　入

本　年　度 前　年　度 比　　　較目

　　３項　特別利益　

　（１款）病院事業収益

　　１項　医業収益

　　２項　医業外収益

医　業　外　収　益　計
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金　　額

千円

１ 入院収入 1,462,902 年間患者数 38,430人 １日平均 105人

１ 外来収入 1,144,320 年間患者数 71,520人 １日平均 298人

１ 室料差額収益 91,050

２ 公衆衛生活動収益 42,585

３ 医療相談収益 90,711

４ 受託検査施設利用収益 480

５ 他会計負担金 224,361

６ その他医業収益 12,840

１ 預金利息 1,140

２ 有価証券利息 600

１ 他会計負担金 97,255

１ 他会計補助金 237,715

１ 補助金 36,520

１ 患者外給食収益 2,447

１ 工事負担金戻入 491

２ 国庫補助金戻入 2,600

３ 県補助金戻入 3,903

４ その他長期前受金戻入 156,328

１ 不用品売却収益 1

２ その他医業外収益 26,056

１ 固定資産売却益 1

１ その他長期前受金戻入 148,308

２ 貸倒引当金戻入益 1,059

受託検査料

文書料等

施設使用料、院内保育所使用料、有料駐車場料金等

企業債償還利息分等

経営基盤強化対策経費補助金

第二次救急医療対策事業補助金等

節

区　　　分
説　　　　　　明

予防注射、集団検診料等

人間ドック診断料等
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　（１款）　病院事業費用

　　１項　医業費用

国・県

支出金

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

１ 給与費 2,429,775 2,404,237 25,538 1,251 31,399 2,397,125

２ 材料費 599,700 720,161 △ 120,461 599,700

３ 経費 719,130 753,150 △ 34,020 3,552 715,578

比　較

支　　　　　出

目
特　定　財　源

一般財源

本年度の財源内訳

その他地方債

本年度 前年度
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千円

１ 給料 898,579 233名分 医師給 139,251 千円

看護師給 473,496 千円

医療技術員給 203,688 千円

事務員給 73,216 千円

技能職員給 8,928 千円

２ 手当 675,675 233名分 医師手当 322,146 千円

看護師手当 223,318 千円

医療技術員手当 96,084 千円

事務員手当 30,977 千円

技能職員手当 3,150 千円

３ 賃金 110,634 臨時雇賃金

４ 報酬 163,237 医師等報酬

５ 法定福利費 304,898

６ 退職給付費 134,631 退職給付引当金繰入額

７ 賞与引当金繰入額 119,986

８ 法定福利費引当金繰入額 22,135

１ 薬品費 397,115

２ 診療材料費 173,800

３ 給食材料費 25,280

４ 医療消耗備品費 3,505

１ 厚生福利費 4,053

２ 報償費 418

３ 旅費交通費 6,431

４ 職員被服費 170

５ 消耗品費 14,608

６ 消耗備品費 2,047

７ 光熱水費 66,660

８ 燃料費 32,731

９ 食糧費 1,522

電気料、水道料

医療用薬品

医療用材料

患者給食材料等

事務用品等

金　額

説　　　　　明

市町村共済組合負担金、追加費用、事務費、地方公
務員災害補償負担金、社会保険料等

節

医療消耗備品等

区　分

職員健康診断料等

講師謝礼

重油代、ガス代等

普通旅費、費用弁償

診察衣等

事務用等消耗備品
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国・県

支出金

比　較目
特　定　財　源

一般財源

本年度の財源内訳

その他地方債

本年度 前年度

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

４ 減価償却費 298,791 246,767 52,024 298,791

５ 資産減耗費 12,282 5,794 6,488 12,282

６ 研究研修費 19,618 18,558 1,060 19,618

4,079,296 4,148,667 △ 69,371 4,803 0 31,399 4,043,094

　２項　医業外費用

１ 支払利息及び 52,151 61,817 △ 9,666 52,151

企業債取扱諸費

２ 患者外給食材料費 1,944 2,136 △ 192 1,944

医業費用計
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金　額

説　　　　　明

節

区　分

千円

10 印刷製本費 902 伝票、封筒等

11 修繕費 35,680

12 保険料 6,928

13 賃借料 96,700

14 通信運搬費 6,168

15 委託料 425,682

16 諸会費 2,440

17 交際費 1,000

18 広告料 110

19 手数料 3,297 医師住宅仲介手数料等

20 公課費 61

21 負担金 11,516

22 雑費 6

１ 有形固定資産減価償却費 285,567 建物 132,761 千円

建物付属設備 15,600 千円

構築物 2,576 千円

器械備品 133,863 千円

車両運搬具 767 千円

２ リース資産減価償却費 11,983

３ 無形固定資産減価償却費 1,241

１ たな卸資産減耗費 200

２ 固定資産除却費 12,082 器械備品等

１ 図書費 4,674 医学雑誌、図書

２ 旅費 7,409 職員研修等出張旅費

３ 研究雑費 7,535 医学会負担金、研修会負担金

１ 企業債利息 52,138 企業債償還利息

２ リース支払利息 13 リース資産支払利息

１ 患者外給食材料費 1,944

土地、医療機器等

電話料、郵便料等

賠償責任保険料等

医療器械修理等

医療事務、施設管理委託等

公立病院会会費等
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国・県

支出金

比　較目
特　定　財　源

一般財源

本年度の財源内訳

その他地方債

本年度 前年度

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

３ 院内保育所施設 23,000 22,096 904 318 2,400 20,282

運営費

４ 交付金 600 600 0 600

５ 貸倒引当金繰入額 5,400 5,400 0 5,400

６ 雑損失 12,820 11,391 1,429 12,820

７ 消費税 15,000 15,000 0 15,000

110,915 118,440 △ 7,525 318 0 2,400 108,197

１ 固定資産売却損 1 1 0 1

２ 過年度損益修正損 1 1 0 1

2 2 0 0 0 0 2

１ 予備費 500 500 0 500

予備費計 500 500 0 0 0 0 500

4,190,713 4,267,609 △ 76,896 5,121 0 33,799 4,151,793収益的支出合計

医業外費用計

　３項　特別損失　

特別損失計

　４項　予備費
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金　額

説　　　　　明

節

区　分

千円

１ 給食材料費 1,375

２ 消耗品費 81 事務保育用品

３ 消耗備品費 162 事務用品

４ 光熱水費 322 電気料、水道料

５ 燃料費 38

６ 印刷製本費 33 写真プリント

７ 修繕費 154

８ 保険料 11 損害共済保険料

９ 賃借料 34

10 通信運搬費 40

11 委託料 20,728 院内保育所運営業務委託等

12 手数料 22

１ 交付金 600 奨学金返還支援交付金

１ 貸倒引当金繰入額 5,400 看護修学資金貸与者当院就職による引当分

１ 不用品売却原価 1

２ その他雑損失 12,819 長期前払消費税償却等

１ 消費税 15,000

１ 固定資産売却損 1

１ 過年度損益修正損 1

１ 予備費 500
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１ 国県補助金 175 175 0

175 175 0

１ 他会計出資金 90,396 87,144 3,252

90,396 87,144 3,252

　　３項　負担金

１ 他会計負担金 242,369 241,066 1,303

242,369 241,066 1,303

１ その他収入 250 401 △ 151

250 401 △ 151

〇 企業債 0 500,000 △ 500,000

0 500,000 △ 500,000

333,190 828,786 △ 495,596

資本的収入及び支出

収　　　　　入

　（１款）資本的収入

比　　　較

負　担　金　計

補　助　金　計

目 本　年　度 前　年　度

　　１項　補助金

資本的収入合計

　　４項　その他収入

　　〇項　企業債

企　業　債　計

　　２項　出資金

出　資　金　計

その他収入計
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金　　額

１ 国県補助金 175

１ 他会計出資金 90,396

１ 他会計負担金 242,369

１ その他収入 250

〇 企業債 0

節
説　　　　　　明

区　　　分
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国・県

支出金

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

１ 病院改築事業費 45,100 81,364 △ 36,264 45,100

２ 資産購入費 71,872 528,070 △ 456,198 175 2,700 68,997

３ リース資産購入費 12,668 11,268 1,400 12,668

129,640 620,702 △ 491,062 175 0 2,700 126,765

１ 長期貸付金 11,400 11,400 0 11,400

２ その他投資 480 480 0 480

11,880 11,880 0 0 0 0 11,880

１ 企業債償還金 366,413 273,091 93,322 366,413

366,413 273,091 93,322 0 0 0 366,413

507,933 905,673 △ 397,740 175 0 2,700 505,058

    

建設改良費計

資本的支出合計

　３項　企業債償還金

その他

比　較

　２項　投資

投　資　計

特　定　財　源

企業債償還金計

本年度の財源内訳

地方債

支　　　　　出

目

　（１款）　資本的支出

　　１項　建設改良費

本年度 前年度
一般財源
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千円

１ 工事請負費 45,100 昇降機改修工事等

１ 医療器械購入費 67,500 医療器械更新

２ 庁用備品購入費 4,372

１ リース資産購入費 12,668

１ 貸与金 11,400 薬剤師・看護師修学資金貸与金

１ その他投資 480 医師住宅敷金

１ 企業債償還金 366,413 企業債償還元金

説　　　　　明

節

区　分 金　額
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